
（資料１）

第２回 宇和島市障害者計画・障害福祉計画検討委員会 議事要旨

日 時 平成 30年 12 月 27 日（水） 14：00～15：30

会 場 宇和島市役所 602 会議室

参加者 委員 11名（１名欠席） 事務局 5名 委託業者 1名

１ 議事の内容

(1)第１回検討委員会における協議事項の整理

(2)計画策定に係るアンケート調査の結果について

(3)関係団体・事業所調査の結果について

(4)計画案について

(5)パブリックコメントの実施について

２ 第２回検討委員会における意見等

(1)グループホームの整備について

グループホームの整備に関しての方向性や支援策等についてのご意見をいただきました。

→県下の状況を確認しますと、７市で施設整備に対しての補助制度を設けておりま

した。これらの制度を参考とし、補助制度の創設も含めて、全体的に地域の中で

不足する社会資源についての整理を行いながら、提供体制の充実につながる必要

な支援策についての検討を行っていきたいと考えています。

（参考）県下自治体の補助状況

制度あり ７市（松山・今治・新居浜・西条・大洲・伊予・四国中央）

※７市ともに、国庫補助の対象となった場合に上乗せで補助金を交付。

(2)アンケート調査について

アンケート結果の集計・分析に関するご意見をいただきました。

→身体・療育・精神保健福祉各手帳別の手帳所持者数、アンケート発送者数、回答者数を

年齢区分ごとに整理したところ、各項目の年齢別割合が乖離している状況がございまし

た。アンケート実施前に調査客体に対する精査が不足していたと反省しております。調

査母体が小さいこともあり、集計結果の補正は行っておりませんが、今後活用していく

上で、必要に応じて不足する部分には補足をしていくなどの対応をしていきたいと考え

ています。また、調査の目的に応じた調査客体の抽出や結果の活用方法など調査実施前

の検討を十分に行った上で、対応するようにしていきたいと考えています。



①身体障害者手帳

※回答者欄は、不明 5名（2.37％）を含む

②療育手帳

※回答者欄は、不明 1名（1.75％）を含む

手帳所持者 アンケート送付 回答者 回答率

～19 人数 55 19 7 36.84
割合 1.31 4.52 3.32

20～29 人数 39 10 10 100.00
割合 0.93 2.38 4.74

30～39 人数 59 22 7 31.82
割合 1.41 5.24 3.32

40～49 人数 177 44 23 52.27
割合 4.22 10.48 10.90

50～59 人数 337 85 44 51.76
割合 8.04 20.24 20.85

60～69 人数 914 180 102 56.67
割合 21.80 42.86 48.34

70～ 人数 2,612 60 13 21.67
割合 62.29 14.29 6.16

計
人数 4,193 420 211 50.24
割合 100.00 100.00 100.00

手帳所持者 アンケート送付 回答者 回答率

～19 人数 180 28 15 53.57
割合 21.95 35.00 26.32

20～29 人数 141 19 16 84.21
割合 17.20 23.75 28.07

30～39 人数 97 8 7 87.50
割合 11.83 10.00 12.28

40～49 人数 109 10 7 70.00
割合 13.29 12.50 12.28

50～59 人数 93 5 6 120.00
割合 11.34 6.25 10.53

60～69 人数 121 9 4 44.44
割合 14.76 11.25 7.02

70～ 人数 79 1 1 100.00
割合 9.63 1.25 1.75

計
人数 820 80 57 50.24
割合 100.00 100.00 100.00



③精神保健福祉手帳

※回答者欄は、不明 1名（3.33％）を含む

(3)精神障害にも対応した地域包括ケアシステムについて

地域包括ケアシステム構築に向けた協議の場の設置に関してのご意見をいただきました。

→保健所が主催しております精神障害者社会復帰推進連絡会、相談支援事業所が主催して

おります地域移行検討会、市の地域自立支援協議会など保健・医療・福祉関係者の集ま

る既存の組織がある中で、効果的・効率的な運営が行えるように協議の場の設置につい

て検討を進めており、早期に形にできるように取り組んでいきたいと考えています。

(4)余暇支援について

障がいのある方の余暇支援に関してのご意見をいただきました。

→今年度から文部科学省において、「特別支援教育の生涯学習化」として、障がいのある方々

が生涯を通じて教育、文化、スポーツなどの様々な機会に親しむことができるよう、教

育施策とスポーツ施策、福祉施策と労働施策等を連動させながら支援していくことへの

取り組みを推進しています。担当課に確認いたしましたところ、現状具体的な事業化な

どにはつながっておりませんでしたが、情報共有などを行いながら連携して取り組んで

いけるように努めていきたいと考えています。

手帳所持者 アンケート送付 回答者 回答率

～19 人数 10 1 0 0.00
割合 1.87 2.00 0.00

20～29 人数 20 2 0 0.00
割合 3.74 4.00 0.00

30～39 人数 67 8 7 87.50
割合 12.52 16.00 23.33

40～49 人数 112 11 6 54.55
割合 20.93 22.00 20.00

50～59 人数 115 15 9 60.00
割合 21.50 30.00 30.00

60～69 人数 142 10 6 60.00
割合 26.54 20.00 20.00

70～ 人数 69 3 1 33.33
割合 12.90 6.00 3.33

計
人数 535 50 30 60.00
割合 100.00 100.00 100.00



(5)ネットワーク、相談体制の構築について

自立支援協議会の活用、あり方についてご意見をいただきました。

→自立支援協議会に関しては、現在も活動内容の充実を目指すことで活性化について取り

組んでいるところであります。地域の課題を拾い上げ、解決につなげていくという本来

の機能を果たしていくためには、行政内の体制強化を図るとともに、相談支援体制の充

実に対しての方策も必要であると考えています。また、先述のグループホームの整備や

精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築といった具体的な課題の検討を行っ

ていくことで、課題解決に向けての体制強化を目指していくこともできるかと思います

ので、行政の役割をしっかりと自覚し、適切な運営ができるよう取り組んでいきたいと

考えています。

(6)人材の確保、資質の向上について

支援に携わる人材の確保、資質の向上に対してのご意見をいただきました。

→県との連携・情報共有を行い、一体となって取り組んでいきたいと考えています。また、

研修等への参加促進について取り組める部分に取り組んでいきたいと考えています。

(7)施策の連携について

情報共有・連携による施策の展開についてご意見をいただきました。

→これまでの反省も踏まえて、関係部署との連携強化や情報共有を強化して、様々な視点

から課題の解決に向けた取り組みが行えるように努めていきたいと考えています。

(8)就労支援について

障害者雇用に関しての助成制度等の周知に関してご意見をいただきました。

→ハローワーク等労働部門との連携により、市としても取り組みを行うように努めていき

たいと考えています。

３ 承認事項

ご提示した計画案にてパブリックコメントを実施することについて了承をいただき

ました。


